国際民事訴訟法　2009年度春学期末試験 (高橋宏司担当)
日本企業Aは、機械部品の製造・販売を業とし、日本にのみ営業所を有する。Aは、甲国企業Bに対して、甲国に所在するBの工場において引渡す条件で、自社製の部品(以下「本件部品」)を売り渡した。契約時、Bは、甲国の自社工場に設置している機械に本件部品を組み込む予定である旨をAに伝えていた。ところが、本件部品の引渡しを受けた後、Bは方針を変え、本件部品を組み込んだ工業用機械(以下「本件機械」)を製造し、乙国企業Cに売り渡した。本件機械は、乙国に所在するCの工場に備え付けられたが、稼働中に爆発し、周辺の設備が大破した。この爆発によって本件部品は完全に滅失したが、Aは日本の工場で同じ仕様の部品の製造を内国出荷用に続けている。以下の独立した各問いに答えよ。
(1) Cは、爆発の原因が本件部品の瑕疵にあると主張して、Aに対して乙国で製造物責任に基づく損害賠償請求訴訟を提起した。Aは乙国の国際裁判管轄を争いながら本案につき弁論したが、Cの主張と請求を認める判決が確定した。同判決が日本で執行されるための間接管轄は認められるか。(期末試験総計80点中25点)
(2) CはBに対して、本件機械の売買契約違反に基づく損害賠償請求訴訟を乙国で提起した。Bは乙国の国際裁判管轄を争わずに本案につき弁論するとともに、Cの請求が認められる場合にはAに対して求償したいと考え、本件部品の売買契約違反に基づく損害賠償をAに対して請求し、両請求は、第三当事者訴訟と呼ばれる乙国の手続によって併合審理された。Aは期日に出頭しなかったが、乙国裁判所は、爆発の原因が本件部品の瑕疵にあると認定し、CのBに対する請求とBのAに対する請求をともに認容する判決を下し、その判決は確定した。BのAに対する請求の認容判決が日本で執行されるための間接管轄は認められるか。なお、乙国の第三当事者訴訟は、原告の被告に対する請求と、被告の第三者に対する求償請求との間で、裁判所の判断に矛盾が生じることを避けるために、両請求を併合する手続であり、日本には同一の手続はない。(25点)
(3) CはBに対して、本件機械の売買契約違反に基づく損害賠償請求訴訟を乙国で提起した。Bは乙国の国際裁判管轄を争わずに本案につき弁論するとともに、Cの請求が認められる場合にはAに対して求償したいと考え、本件部品の売買契約違反に基づく損害賠償をAに対して請求し、両請求は、第三当事者訴訟と呼ばれる乙国の手続によって併合審理された。Aに対する訴状の送達は、日本と乙国がともに締約国となっている「民事又は商事に関する裁判上及び裁判外の文書の外国における送達及び告知に関する条約」に従って適式に行われた。また、日本と乙国の間には、「相互の保証」(民事訴訟法118条4号)があることが日本の判例によって確立している。乙国訴訟が判決に至る前に、AはBに対して、本件部品の売買契約違反に基づく損害賠償債務の不存在確認訴訟を日本で提起した。AのBに対する損害賠償責任について、乙国裁判所が適用する法は、日本の裁判所が適用する法よりも、Aにとって不利であることが分かっている。Aの提訴目的は、将来仮にAが乙国訴訟でBに敗訴した場合に、その判決の日本での執行を阻止することである。日本での提訴時点において、乙国の訴訟手続は相当程度順調に進行していた。乙国訴訟の存在を度外視すれば、管轄権や訴えの利益などの訴訟要件が充足されているものと仮定し、日本の裁判所は訴訟要件を判断する際にどのように乙国訴訟の存在を考慮すべきか論評せよ。その際、承認可能性予測説と利益衡量説の内容を説明し、それぞれを採った場合の本件での結論を述べてから、他説批判を踏まえて自説を論証せよ。(30点)
